









はじめに ～ DV 防止法の制定と課題
2001年に DV 防止法が
(１)
制定されて以来, 2004年, 2007年, 2013年の３




が多いこと, DV 防止法においては, 被害者を女性に限定してはいないが,
被害者の多くが女性であることから, 女性の人権を著しく侵害する重大な
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特に, 保護命令については, 大きく分けて接近禁止命令 (電話禁止命令
を含む) と退去命令の二種類しかなく, その期間も接近禁止命令は 6 ヶ
月, 退去命令は 2 ヶ月である。以前は 2 週間であった期間が, 法改正に





















































法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 399(399)
(４) 婦人相談所は, 売春防止法に基づき, 各都道府県 1 箇所 (徳島県のみ
３箇所) で49箇所, DV センターは婦人相談所も含め全国で283箇所 (う




ち, 一時保護された女性の件数は, 2008年6,613人, 2009年6,625人, 2010
年6,357人, 2011年6,059人, 2012年6,189人, 2013年6,125人, 2014年5,808
人, 2015年5,117人, 2016年4,624人と, 減少傾向にある (厚生労働省「婦
人保護事業の現状について」より)。同様に, 保護命令の発令件数 (認容
















































400(400) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
(５) 売春防止法 (昭和31年 5 月24日法律第118号) は, 売春を助長する行
為等を処罰するとともに, 性行又は環境に照らして売春を行うおそれのあ
る女子に対する補導処分及び保護更生の措置を講ずることによって, 売春
の防止を図ることを目的 ( 1 条) として制定されたものであり, 配偶者暴
力相談支援センター (DV センター) の機能を果たす施設の一つである婦
人相談所の設置 (34条), DV 相談に応じ, 必要な指導を行なう婦人相談
人の委嘱 (35条), 保護と更生のために婦人保護施設の設置 (36条) は売
春防止法が根拠となっている。





















DV と児童虐待の関連について, DV の目撃が児童虐待に当たると児童
虐待防止法に規定されたものの, まだなお別問題と捉えられていることが




法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 401(401)
側の支援者からすると, 母親は虐待の加害者側の位置づけになってしまう。




ず, 行政の責任, すなわち, 学校や教育委員会, 児童相談所などの責任が
問われ出す。さらに, 母親に対しては, 夫からの暴力には耐え忍び, もし
くは自分で何とか対処し, 子どもにも暴力が振るわれそうになったら, 母
親であれば, 自分の身の安全よりも子どもを守るべき, と言う価値観が見
え隠れする。2019年 1 月の千葉県野田市での児童虐待死事件により, 児






































402(402) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
(６) 時事ドットコム・特集「千葉・野田市の小 4 女児が死亡」(2019年 1

















(problem solving court) の取組みに起因している。つまり, 薬物依存者に
対しては, 刑罰による威嚇のみでは再犯防止効果が薄く, 薬物離脱を促す
治療や環境整備を行う必要性があるとしたのである。このような刑事司法








法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 403(403)
(７) 指宿信「日本でも動き出した『治療的司法』～司法過程で問題解決図











う。例えば, ニューヨーク州では, 問題解決型司法として, 薬物依存症者
を対象とするドラッグ・コート (Drug Treatment Court) や, 精神疾患の
ある人を対象とするメンタルヘルスコート (Mental Health Courts), DV
加害者を対象とする DV コート (Domestic Violence Court), 性犯罪者を
対象とする性犯罪裁判所 (Sex Offense Courts), 少年裁判所 (Adolescent
Diversion Parts), 軽罪を犯した者に対して地域社会奉仕を命じるコミュ
ニティ裁判所 (Community Courts), 人身売買の問題に介入する人身売買
裁判所 (Human Trafficking Court), 退役軍人を対象とする退役軍人裁判




























404(404) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
６月20日) (https://webronza.asahi.com/national/articles/2017061600003.html)
(８) New York State Unified Court System, “Problem-Solving Courts Over-
view”. (https://www.nycourts.gov/COURTS/problem_solving/index.shtml)
(９) 平成29年版犯罪白書第 5 編第 2 章「再犯・再非行の概況」によると,
築する上で, 犯罪や非行の繰り返しを防ぐ「再犯防止」が大きな課題となっ
ていることから, 2016年に再犯防止等推進法 (平成28年法律第104号) が
制定された。 3 条では, 犯罪をした者等の多くが, 定職・住居を確保で








法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 405(405)
再犯者 (前に道路交通法違反を除く犯罪により検挙されたことがあり, 再
び検挙された者) の人員及び再犯者率 (検挙人員に占める再犯者の人員の
比率) は, 1976年123,007人 (34.2％), 1986年127,872人 (32.0％), 1996
年81,776人 (27.7％), 2006年149,164人 (38.8％), 2016年110,306人 (48.7
％) となっている。現在, 刑務所に入所する新受刑者の半数に, 以前の受
刑経験がある｡ 指宿信 ｢日本でも動き出した 『治療的司法』 ～司法過程で問
題解決図り, 新時代の再犯防止と更生支援を目指す」(朝日新聞 webronza,
2017年 6 月20日) によると,「再入率が高いのは, 刑罰が再犯防止に向け
て有効に機能していない」からであり,「犯罪に至る原因の解決を見いだ
せない限り, ある種の犯罪者は犯罪 (再犯) から受刑 (再入) へのサイク
ルから抜け出せず, 刑務所を出たり入ったりする。犯罪に至る原因には様々






















この点については, ストーカーと DV の構造を理解していないからこう










DV 施策の実施は自治体任せになってしまうが, 自治体によって, 暴力の
問題を優先施策として捉えているか否か, 柔軟に制度を運用し, 積極的に
被害者を支援するか否かには格差が大きい。さらに, DV 施策においては,























406(406) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
(裁判所), 中長期の自立支援のためには, 子どもの学校, 就労支援, 社会
保険, 住宅の確保などで, 文部科学省, 厚生労働省, 国土交通省, 総務省
など, 複数の行政が関与する。DV 施策では, 議員立法による法案成立と
いう成立過程も関係していることや予算の関係,「福祉」による支援が中
心となるからか, なぜか「他法他施策優先」の仕組みが採用されており,
別のカテゴリーに該当する場合, 例えば, 高齢の DV 被害者や障害を持っ




DV の問題について, いまなお私的な問題に矮小化し, 社会の問題と捉
えず, DV の危険性を過小評価している。再犯防止等推進法は, 従来の矯
正・保護でうまくいかなかった部分に, 福祉を「接ぎ木」する対症療法的




とを防止するものであり, 犯罪化されていない DV はその対象外となって









DV 加害者への働きかけ, 更生についても, 社会全体の問題と捉え, 暴力
論
説
法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 407(407)
のない社会を目指すために, 地域社会一丸となって, 他機関・多職種連携
のネットワークを構築していくことが必要であり, 日本でも問題解決型司





























408(408) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
(10) このように DV の行為を一連の暴力行為として捉え直すことを, 神奈
川大学法学部の井上匡子教授は「概念的再犯／再加害」｢概念的累犯」と
定義することを提案している。DV は, 繰り返す人権侵害であり, しかも
繰り返すことにより, 行為がエスカレートし, 初期の段階での介入が難し
いことを踏まえれば, 一度, 制度の理念である正義概念まで立ち戻って議
論を整理し, 治療的正義 (therapeutic justice) と問題解決型司法の試みを
用いる必要があると述べている (司法福祉学会2018年全国大会第 6 分科会
報告より)。
(11) DV 加害者プログラムに関する著述として, 例えば, 山口のり子『デー
ト DV 防止プログラム実施者向けワークブック～相手を尊重する関係をつ




ら暴力加害者への臨床論のために」『法と心理』11巻 1 号, 1420頁 (2011
年), モー・イー・リーら著, 玉真慎子, 住谷祐子訳『DV 加害者が変わ
る』(金剛出版, 2012年), アラン・ジェンキンス著, 信田さよ子・高野嘉
之訳『加害者臨床の可能性 ～DV・虐待・性暴力被害者に責任をとるた
めに』(日本評論社, 2014年), 伊田広行『デート DV・ストーカー対策の
ネクストステージ～被害者支援／加害者対応のコツとポイント』(解放出
版社, 2015年), 信田さよ子『加害者は変われるか？～DV と虐待をみつ
めながら』(筑摩書房, 2015年), 山口のり子『愛を言い訳にする人たち～
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(12) 中村正「『加害者治療』の観点から：暴力加害者の臨床論のために」





















































『法と心理』11巻 1 号15頁 (2011年)
(16) 中村教授の加害者臨床はカナダのプログラムを参考にしたものである
が, カナダのアルバータ州の場合, DV 事案において, 警察官は相当事由
があれば義務的に逮捕しなければならず, 検察官は, 起訴するか否かを判
断して, 有罪を勝ち取るだけの証拠が十分にない場合, Peace Bond を提














映するため, 修復, 回復, 和解といったプログラムの実施は困難になると
いう。
(17)
２. NY 州における DV の現状と DV 対策
DV 事案においては, 被害者の安全確保や被害の防止, さらには加害者
への働きかけのために, 警察の役割は非常に重要なものとなる。そこで,
警察は DV 事案に対してどう対応するべきなのか, 加害者への対応はどう
あるべきなのか, アメリカ, 特に, ニューヨーク州 (以下, NY 州という)
論
説












『法と心理』11巻 1 号16頁 (2011年)
における DV 施策を手掛かりに検討する。
 NY州におけるDV関連の施策
アメリカでは, DV ではなく, 親密なパートナーからの暴力 (IPV:
Intimate Partner Violence) と表現することも多いが, ここでは原則とし
て, DVと言う表現を用いることとする。NY 州では, DV 防止局 (New
York State Office for the prevention of domestic violence) が設立されてお
り, DV 防止局は, 州政府が DV 問題に対処するために最も効果的な方法
について助言し, 学校を基盤とした予防プログラムの開発と推進, DV 防
止に必要な法令の立案, 警察機関による対応, 調査・逮捕の方針, DV に
関する苦情処理や情報提供, 保護命令に関する刑事司法機関による対応に




署名されており, DV に関する法律が DV 防止局のホームページに集約さ
れている。2018年だけでも, DV と銃器に関する法, 職場でのセクシュア
ル・ハラスメント, 性暴力被害者の権利章典, 犯罪被害者補償 (対象書類
に関して), 性的人身売買被害者のサービス, 子どもの性的人身売買, 宿
泊施設の密売情報, 犯罪被害者補償 (犯罪現場のクリーンアップ, 避難所
のコストについて) などが可決されている。
(19)
NY 市では, 2002年から2013年にかけて, マイケル・ブルームバーグ市
























412(412) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
(18) New York Consolidated Laws, Executive Law-EXC § 575. “state office for
the prevention of domestic violence”.










ナー間の殺人件数は, NY 市で2012年40件 (NY 州全体だと74件) から,







NY 州では, たとえば NYSCADV (New York State Coalition Against
Domestic Violence) が NY 州全土にわたって, 様々な人種への支援や同性
カップルへの支援なども含め, 被害者支援, トレーニング, アドヴォカシー
サービスなどを提供するほか, 州内の社会資源の紹介などを行っている。
NY 州では, 州や市などの公的な団体が, 建物などのハード面 (たとえば,
論
説
法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 413(413)
(20) CNN ニュース2012. 12. 30「NY 市の殺人件数, 過去最少記録の見通し」
(http://www.cnn.co.jp/usa/35026415.html), “National Data on Intimate Partner
(New York State)”
(www.opdv.state.ny.us/statistics/nationaldvdata/nationaldvdata.pdf), “Domes-
tic Violence- Finding Safety & Support ( Jan. 2014)” (NYS OPDV). 殺人事
件の発生件数は, 2018年に289件となり, 1950年代初頭以来最も少ない件数
を記録している。(https://www.dailysunny.com/2019/01/04/nynews0104-2/)




















DV の定義については, 社会的孤立 (Isolation), 経済的暴力 (Economic
abuse), 言葉による感情的な精神的な暴力 (Verbal, emotional, psychologi-
cal abuse), 脅迫 (Intimidation), 強要と脅し (Coercion and threats), 身























414(414) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
(22) FJC は DV 支援に携わる民間団体・公的団体が協働して支援にあたる
ワンストップのセンターである。全米に87箇所, NY 州には Bronx, Kew
Gardens, Manhattan, Brooklyn, Staten Island, Westchester 郡 (White Plains),
Erie County (Buffalo) の 7 箇所が設置されている。
(https://www.familyjusticecenter.org/affiliated-centers/family-justice-centers/)





DV の兆候 (サイン) として,  過度に保護的に振る舞う, 非常に嫉妬
する,  あなた, 子ども, ペット, 家族, 友人を傷つける恐れがある,
 電話, メール等の頻度が過度に多い,  銀行口座, クレジットカード,
車などを使わせないなど, 経済的に管理する,  家族や友達に会えない
ようにする,  突然腹を立てたり, 気分を害したりする,  あなたの財
産を破壊する, 物を投げる, 	 あなたの着る服を指示する, 
 服薬させ
ない, 病院に行かせない,  個人的な病状や病歴を明かすよう強いる,
 あなたの属する宗教コミュニティにおいて, 嫌がらせ目的であなたの
地位を利用する,  あなたのメンタルヘルスを疑わせるような行動に参
加する,  あなたの市民権の有無を暴露する, 国外追放させると脅す,
 あなたや子どもをコントロールするために, 脅迫や操作をする, 
殴る, 平手打ちする, 蹴る, 突き出す, 窒息させる (首絞め行為を指す),
噛む,  入国書類の記入に協力しない,  いつ, 誰とどこへ行くかをコ
ントロールする,  望まない性行為を強要する,  性同一性や性的指向
に関する表現をコントロールする,  レズビアン, ゲイ, バイセクシュ
アル, トランスジェンダー, またはクィアであることを, 暴露すると脅す,
 他者の前で侮蔑する, 恥をかかせる,  あなたが出て行こうとするの
を防ぐために, 軍事的地位を悪用する,  あなたの学業や仕事の作業を





法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 415(415)
(23) OPDV, “What is Domestic Violence?” (https://www.opdv.ny.gov/help/fss/
part4.html)
(24) NYSCADV, “About Domestic Violence”. (https://www.nyscadv.org/find-
 DVによる被害と経済的コスト




アメリカ疾病予防管理センター (CDC) によると, IPVによるコストは,
被害者１人当たりの一生に係る費用は, 女性で103,767ドル, 男性で23,414





％), 被害者と加害者の生産性の減少が1.3兆ドル (37％), 刑事司法にか
かる費用が730億ドル ( 2 ％), 被害者の財産の損失や損害などその他の
費用が620億ドル ( 2 ％) だという。
刑事司法にかかる費用には, たとえば, DV 事案の通報により警察が何
回も臨場する費用 ( 1 回で終わることの方が少ない), 加害者を逮捕, 起
訴, 刑務所に収監する費用, 保護観察に係る費用, 加害者プログラムにか
かる費用, 被害者の医療費, 女性をシェルターに保護する費用, 子どもを
センターに預かる費用, 里子の費用 (フォスターケア), 被害者が死亡し
た場合は検視にかかる費用などがある。医療費は, たとえば, 生殖に関す
























416(416) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
help/about-domestic-violence.html)
(25) New York States Domestic Violence Dashboard 2017. (https://www.
opdv.ny.gov/statistics/nydata/2017/2017-dv-dashboard.pdf)




ンタルヘルスに与える影響も大きく, 不安, うつ病, PTSD 症状, 自殺企
図, 反社会的行動, 睡眠障害, 親密さへの恐怖, 感情的な切り離し, フラッ
シュバックなどがある。また IPV の被害者は, 社会的サービスにアクセ
スしづらくなる (電車に乗れない, 人混みが怖い, 特定の場所に行けない
など), ソーシャルネットワークからの隔離, ホームレスになる確率が高
くなるなどの影響もあるし, 健康上のリスクとして, 薬物乱用, アルコー
ル依存などの行動を示す可能性が高く, 暴力が深刻になればなるほど, 高
リスクの性行動に従事する (早い性的開始, 不健康な性的パートナーの選
択, 複数のセックスパートナーを持つ, コンドームを使用しない, 食べ物・
お金のためのセックス), 有害物質の使用 (タバコ, アルコール, 飲酒と







える, 労働生産性の低下などもあり, 間接的な影響で毎年 5 億ドルかか
るとの試算もある。







法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 417(417)
(27) CDC, “Intimate Partner Violence : Consequences” (http://www.cdc.gov/
violenceprevention/intimatepartnerviolence/consequences.html), その他,
WHO も DV による経済的コストについて試算している。
(http://www.who.int/violence_injury_prevention/publications/violence/
economic_dimensions/en/)
(28) CDC, “Intimate Partner Violence : Consequences” (http://www.cdc.gov/
violenceprevention/intimatepartnerviolence/consequences.html)








通報があった場合, 臨場した警察官の役目は, 個々の判断で, 中立的な仲



































418(418) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)













訓練を受けた警察官が DV 事案に対して適切に対応するようになり, 逮捕
強制政策が全国的にとられるようになったのである。
 DV事案における警察の役割と対応
DV 被害者支援にあたって, 最も重要なことは, 被害者の安全を確保す
論
説
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こで, 原告 Tracy は, 家族関係にない他人からの暴力に対しては, 警察
は適切に対応するのに, 夫あるいは恋人からの暴力に対して警察は適切
な対応をとっておらず, 平等保護条項に違反する差別的取扱いであるとし
て, Torrington 市に対して損害賠償を請求した (Tracy Thurman v. City of
Torrington, 595 Supp. 1521 (D. Conn. 23 Oct, 1983))。NY でも, DV 被害
者が法の適切な保護を求めて, NY 市警, NY 市保護監察局, NY 州家裁に
対して, 同様の訴訟を提起している (Bruno v. Codd, 90 Misc. 2d 1047, 396
N. Y. S. 2d 974 (Supp. Ct. 1977))。DV 事件における警察の対応をめぐって
は, 拙著「DV 事件における警察の対応と損害賠償請求訴訟」『法と政治』
56巻 1 ･ 2 号 770頁 (2005年) を参照。
(31) 1981年から1982年にかけて実施されたミネアポリス実験では, ミネア
ポリス警察署が, 軽罪の DV 事案において, 警察官による逮捕, アドバイ
ス・調停, 当事者の一時的引き離しのいずれが, 同一加害者による再犯防




続と被害者保護』149～181頁 (世織書房, 2007年) を参照のこと)。
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meanor) を主張しているような場合, 警察官は, どちらの方が最初に暴
力を振るったのか, どちらが主に攻撃していたか, どちらがより重傷を負っ
ているかにより, 被害者を判断して, 加害者を逮捕する政策をとっている
(primary aggressor 方式)。具体的には, より深刻な傷害を相手に与えて
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(33) “Domestic Violence : Finding Safety and Support”, p4142, NYS OPDV,
2018. (http://www.opdv.ny.gov/help/fss/fss.pdf)
４. 保護命令制度の概要
保護命令とは, DV 等の被害者が, 加害者から身体的・精神的な危害を
受け続ける恐れがあるとき, 裁判所が発行する法的保護措置のことをいい,











(District Attorney’s Office) が申立人となり, 検察官 (Prosecutor や Dis-
trict Attorney と呼ばれる) が主となって刑事手続を進行し, Criminal
Court (刑事の第一審の裁判所) に申請を行う。刑事裁判では, 合理的疑
いを超える程度 (beyond a reasonable doubt) の証明が必要である。たと
え被害者が, 加害者の起訴を求めない意思を示したとしても, 立件するの
に十分な証拠がある場合には, 起訴を取り下げず, 刑事裁判が進行するこ
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(34) 保護命令の名称について, ニューヨーク州では Order of Protection
(｢保護」命令) という名称だが, Restraining Order (暴力を「禁止」する)
という名称がつけられている所もある。NY 州は, 1962年に全米で初めて
保護命令に関する法制度を整備した州である。
(35) “Domestic Violence : Finding Safety and Support”, p4344, NYS OPDV,
2018. (http://www.opdv.ny.gov/help/fss/fss.pdf)
このように, 加害者に責任をとらせる司法制度が取られており, 被害者
は, 証人として法廷で発言し, 被害者影響陳述 (Victim Impact Statement)
により, 被害の実状, 後遺症, 現在の気持ち等について, 裁判官に口頭又
は書面で陳述する機会が与えられる。DV 事案の場合, その犯罪行為の大









は, 最終的には Supreme Court で保護命令を最終のものにすることがで
きる。
また, 民事保護命令には, 緊急保護命令 (Temporary Order of Protec-
tion：一時保護命令, 暫定的保護命令と訳されることもある) と最終的な
保護命令の二つがある。緊急保護命令の場合, 被害者保護の必要性が高い
など, 保護命令の発令に必要な相当理由 (good cause) があると裁判官が
判断すれば, 保護命令の申請をした当日に発令される。この緊急保護命令
は, 通常, 裁判所の設定した開廷期日までが有効期限となる。加害者の審
尋を経て, 裁判官が, 双方の意見や証拠を吟味した後に, 保護命令を最終
的なものにするか否かについての判断を行う。加害者が保護命令の発令に
同意した場合も, 保護命令は最終的なものになる。保護命令の有効期限は,
原則として 2 年であるが, 2017年の刑事訴訟法改正で, 重罪の有罪判決
論
説
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出した保護命令申立書 (Family Offense Petition) の中に, 加害者が身体的
傷害を加えた事実がある, 加害者が火器等の武器を使用した, 過去に加害
者が保護命令に従わなかった経歴がある, 被害者に対して暴力の前科があ











加害者に DV 加害者プログラムへの参加を命令する, といったもの
がある。
(39)
保護命令の発令は, 裁判所の執行官が, 警察官と共に, 加害者本
人の手元に送達し, 保護命令の発令の事実と注意事項, 禁止事項について
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(36) Criminal Procedure Law 530. 12(5) ; 530. 13(4). (https://opdv.ny.gov/
law/summ_year/sum17.html)
(37) NY Fam. Ct. Act 827(a)(), 828(1)(a), (3), 842.
(38) Penal Law 265(17)c ; Criminal Procedure Law 370.15 ; Criminal Pro-
cedure Law 380. 97 ; Criminal Procedure Law 530. 14 ; Family Court Act
a ; Penal Law 400.00(1)(c).
(https://opdv.ny.gov/law/summ_year/sum18.html)
(39) NY Fam. Ct. Act 842, NY RPL 227 c(1).
裁判所である。
NY 州法では, 保護命令に従わなければならないのは加害者のみである。









地域にかかわらず, どの州や郡でも有効であり, 全州で, 他州の発行した
保護命令が誠実に遵守される。
(40)
５. DV 施策の今後と DV 加害者対応
 被害者のニーズに合った支援を
日本においては, DV 被害者は, まずは安全を確保することが最優先と
され, とにかく加害者の元から去らせる支援が行われてきた。しかし, 多
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が, 後の親権争いや離婚手続で「DV が治った」言い訳に用いられる, と
いった批判がある。DV の犯罪化が, 社会に DV は許されないものである
とのメッセージを発信し, DV についての理解を深めることに資する可能








ン) では, 加害者の責任の所在を不明確にするばかりか, 被害者にも「悪
いところがあったのだから歩み寄れ」という姿勢を押しつけることになり,
妥当ではない。
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ポールや台湾, アメリカ, ニュージーランド, カナダなど, 多くの諸外国
で公的枠組みの元で施行されている。アメリカの多くの州でも, 刑罰に代





付保護観察をつけ, 行動を監視しつつ, 加害者プログラムを受講させ, 加
害者教育と治療を行い, さらに保護命令を組み合わせた対応を行っている。














れるべきであり, アメリカでは, DV コートのような専門的な機関が, 刑



















裁判所や検察官, 警察官, 自治体の窓口職員など, DV 被害者と接する可
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(42) たとえば, 東京都千代田区のアウェア (http://aware.exblog.jp/i6/),
RRP 研究会 (http://www.rrpken.jp/index.html), 名古屋市の DV 防止教育









ログラムを通じて働きかけをし, DV についての理解を深めさせ, 心理的


















要だが, その前に, どのような加害者に介入するのか, どういう事例で介
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(43) 例えば, ニュージーランドでは, ハイリスクファミリーの判断基準と
して, 母親の年齢が若年である (18歳以下), 子どもの数が多い, 父親が
失業中である, 父親が暴力的犯罪で逮捕歴がある, 父親にアルコール依存・
ギャンブル依存がある, 父親に借金がある, などの基準があり, 25点以上
に達すると, 公的機関が家庭訪問し, 家族の安全を確認するという仕組み





ジーランドの DV 施策については, 拙著「ニュージーランドにおける DV
防止法と暴力防止プログラム」『法は DV 被害者を救えるか～法分野協働
と国際比較』270291頁 (商事法務, 2013年) を参照。









DV とストーカーは, 親密な間柄で起こることが多い, 同様の構造にある
のであるから, DV も同様の判断基準を用いれば良い。
被害者支援に当たっては, DV を発見し, アセスメントするために, 加




ていることを挙げている。支配は, 批判, 言葉による虐待, 経済的支配,
論
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い」｢一度だけ会ってほしい」などと「お願い」してくる場合はリスク
(可能性) の段階であるが, 別れて 2 か月以上経っても「会いたい」と言っ


















チェックし, ４段階で危険度を判定する仕組みだという (NHK ニュース
2013年11月18日「新たなストーカー対策導入へ。警察庁」より) (http://
www.jinken.ne.jp/flat_topics/2013/11/nhk_2.html)
孤立, 残虐行為, その他様々な手口の組み合わせで行われ, このような支
配の押し付けは, 同棲開始, 結婚, 最初の妊娠, 第一子の誕生などを契機
に, 関係の初期段階に表面化し, 徐々に激化するという。特権意識をもつ
加害者は, 自分の特権的立場を守るために手段を講じることは正当だと考










的な基準作りと, 警察や DV センター, 婦人相談所や児童相談所が適切に
協働・連携して, 家庭に介入する仕組みを構築する必要がある。
 日本のDV施策のこれから































(47) 国際的な水準としては, 2011年 5 月に採択, 2014年 8 月から施行され
たイスタンブール条約 (正式名称：欧州評議会 女性に対する暴力および
ドメスティック・バイオレンスの防止およびこれとの闘いに関する条約)
公的シェルター (一時保護所) では, 一時保護の期間についてもなぜか
２週間と固定されているだけでなく, 一時保護に関する明確な入所基準も
ないので, 身体的暴力を受けたという緊急性がない, 精神疾患・障害があ





















(48) 厚生労働省は, 売春防止法, DV 防止法, 人身取引対策行動計画, ス
トーカー規制法を根拠法として, 婦人保護事業の対象女性を定めており,
その要件は, ① 売春経歴を有する者で, 現に保護, 援助を必要とする状
態にあると認められる者, ② 売春経歴は有しないが, その者の生活歴,
性向又は生活環境等から判断して現に売春を行うおそれがあると認められ
る者, ③ 配偶者からの暴力を受けた者 (事実婚を含む), ④ 家庭関係の
破綻, 生活の困窮等正常な生活を営む上で困難な問題を有しており, かつ,
その問題を解決すべき機関が他にないために, 現に保護, 援助を必要とす







ここ数年, 財政面の問題や運営側の高齢化, 人材不足により, 心ならず
もシェルター運営から撤退する民間団体も増えてきている。民間団体は,
先駆性, 柔軟性, 迅速性, 地域性がその特徴であり, 国の施策がない状態
でも, 必要に迫られて, 地域の社会資源をコーディネイトしながら, 被害
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いて」第 1 回困難な問題を抱える女性への支援のあり方に関する検討会,
2018年 7 月30日) より)。つまり, DV 被害者は, 単純に考えると, ③の
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DV 防止法の課題と加害者への働きかけのあり方
～ニューヨーク州の DV 施策を手掛かりに
松 村 歌 子
要約







護命令の対象となる DV の定義が狭い, 保護命令の種類・内容が不十分,
















また, アメリカ, 特にニューヨーク州の DV 施策や司法制度を参考に,
今後の日本の DV 施策への示唆とする。
論説
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はじめに ～DV 防止法の制定と課題
１. 加害者の処遇のあり方
２. NY 州における DV の現状と DV 対策
３. DV 事案での警察の対応
４. 保護命令制度の概要
５. DV 施策の今後と DV 加害者対応
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The Problem of Domestic Violence Act and how
to treat the batterer :
Focusing on the DV policy of New York State
Utako MATSUMURA
Abstract
Since the Domestic Violence Prevention Act was established in 2001, it
can be said that social recognition to “Domestic Violence” rose. A DV policy
is rewarded with fixed good results for victim support and prevent the vio-
lence because of activities of the civil support groups and coordinate on the
problem with local government. The idea that the Government should not in-
terrupt the private matter which has occurred in the house was corrected a
little. A victim became possible to complain of damage out. When she com-
plains of damage out, the mechanism to get in touch with support has en-
riched. However, the following problem is still left, that is, the reach of the
protected person is limited. A definition of DV is small. The contents of pro-
tection order are insufficient. There is no emergency protection order. DV
isn’t criminated. Correspondence to the batterer is insufficient. A batterer
program isn’t performed publicly. There is a big difference between local
governments. Mid-term and long-term independent support and psychologi-
cal care are insufficient.
The central part of DV policy in Japan is to prevent the violence from
spousal and to ensure the safety of victim. But why the victim has to escape?
It is necessary for the victim support to treat the batterer appropriately. The
batterer always uses the violence in his life, and many of them don’t have the
communication tool except the violence. It is necessary to teach them the
technique to solve the problem without using the violence.
In this article, I will consider that how to treat the batterer for the victim
support. And I will consider the best way of the DV policy in Japan, focusing
on the DV policy of New York State and USA.
論説
法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 439(439)
Introduction ~Domestic Violence Prevention Act and the problem
1. How to approach the batterer
2. Statistics and the DV policy in New York State
3. Correspondence of the police in DV case
4. The contents of Protection Order System
5. DV policy from now and how to treat the batterer
Key Word
Domestic Violence Prevention Act, Protection Order, Batterer, Violence
Prevention, victim support
